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組合金融の動き�組合金融の動き�

つなど，リテール市場での競争力は強い。

３　CSR（企業の社会的責任）への取組み

ラボバンク・ネダーランドには，「持

続可能性と社会革新」（Depa r tmen t

Sustainability and Social Innovation）という

部門があり，その中に以下で紹介するCSR

の担当部署，ラボバンク財団等がある。

ラボバンクでは，自らの金融サービス事

業においてCSR（企業の社会的責任）を重

要なものと位置付けており，具体的にその

取組みをモニタリングするシステムの開発

に00年から着手した。

一般に，持続可能性報告書の作成にあた

っては，GRI（グローバル報告イニシャティ

ブ）という国際的なガイドラインの基準を

参考にする企業が多いが，ラボバンクも，

GRIをベースとしてモニタリングの指標を

選定した。具体的には，ラボバンク・ネダ

ーランドとその子会社の環境面・社会面・

経済面でのパフォーマンスを表す数量的・

質的データを質問表形式で問い，そのデー

タをCSR担当部署で集めてチェックする。

このシステムは，02年に試験的に導入され，

03年から本格的に導入されている。

集められたデータは，個別組織の報告書

の作成に利用される。さらに，単協全体の

入手可能なデータも含めて，系統グループ

全体としての「持続可能性報告書」
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１　はじめに

近年，日本においても自社の社会面・環

境面の取組み等を報告する「持続可能性報

告書」（Sustainability Report）を刊行する企

業が増えている。このような動きの背景に

は，企業が経済的な利益追求だけでなく，

社会的な責任を果たすことによって，持続

可能な社会が構築できるという考え方が広

がってきていることがある。

ヨーロッパではこうした動きが以前から

進展しているが，この度オランダの協同組

合金融機関組織であるラボバンクの「持続

可能性」向上に関する取組みについてヒア

リングを行ったので，その一部を紹介す

る。

２　ラボバンクとは

オランダのラボバンクは，328の単協

（2003年末）と，その中央機関であるラボバ

ンク・ネダーランドの二段階制をとる協同

組合金融機関組織である。ここでラボバン

クという場合には，単協とラボバンク・ネ

ダーランドを合わせた系統全体をさす。

ラボバンクの顧客数は900万人（法人含

む），うち136万人が組合員である。組合員

には，単協のエリア内の人なら誰でも無出

資でなることができ，単協において１票の

投票権を持つ。ラボバンクは貯蓄口座で

38％，住宅ローンで26％の国内シェアをも
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(Annual Responsibility and Sustainability

Report)が作成され，一般に公開されてい

る。
（注）

また，２年ごとにSAMという外部の

評価団体の評価を受けているが，ラボバン

クはヨーロッパ内の銀行のなかで最も高い

レーティングを得ている。

単協については，個々の単協がモニタリ

ングに加わり，個別報告書を作成するかど

うかは任意である。02年のモニタリングシ

ステムの試験的な導入には20組合が参加

し，03年には74組合がシステムを導入した。

合併の進展によりシステムの採用が遅れる

組合もあるが，今後導入組合数は増える見

込みである。

（注）報告書は，同行HPで閲覧可能。
http://www.rabobank.com/index.jsp

４ ラボバンク財団の活動

30年前に設立されたラボバンク財団は，

今日ほど企業の社会的責任が注目される以

前から，国内外のプロジェクトに対して補

助金を支給するという活動を行っている。

その財源は，単協が任意の額を財団に寄付

すると，それと同額をラボバンク･ネダー

ランドが拠出するという形で集められてい

る。単協の寄付は義務ではないが，金額は

年々増加し，03年は約250万ユーロ（約3.5

億円）となった。同年には，ラボバンク・

ネダーランドからの寄付金等もあわせて，

133のプロジェクトに500万ユーロ以上の補

助金を助成した。

このうち，４分の１～３分の１程度が国

内向け，残りは発展途上国向けである。ラ

ボバンクは農村から発展した協同組合金融

機関であることから，発展途上国での支援

は，これまでの経験を十分に生かせる，農

村金融協同組合向けに行っている。毎年多

くの組織から補助金の申請が行われるが，

財団ではこれを選別して，対象となる組織

に最大で約５万ユーロ（700万円）相当の補

助金を現地通貨で供与する。

海外支援プロジェクトの例としては，カ

メルーンの金融協同組合がある。同財団は，

長年にわたり同国の農民の金融協同組合を

支援してきた。最初は，規模が小さかった

組合も徐々に成長し，国内に金融協同組合

が増えたことから，これらの職員教育，監

査，そして余裕金の運用を行う中央機関が

必要になった。そこで，99年に中央機関と

してユニオン・バンク・オブ・カメルーン

が設立されたが，同財団は，出資をしたり，

職員を派遣するなどの支援を行った。

５　終わりに

ラボバンク・ネダーランドでのヒアリン

グによれば，こうした「持続可能性」を向

上させるための取組みを実施するにあたっ

ては，①協同組合であるので，株式会社の

ように株主の利益追求を最優優先させる必

要がない，②一般に職員の社会的な問題へ

の関心が高い，③全国の単協が地域に根ざ

し，地域と密着していること等が強みにな

っているとのことである。

（副主任研究員

重頭ユカリ・しげとうゆかり）
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